
その他
繊維 / 造船 / 非鉄金属 / 化学 / プラント / 鉄道車輌製造 /
紙・パルプ / 化粧品・家庭用品 / 総合商社 / 海運 /
ソフトウェア / 携帯コンテンツ / 出版 / 広告代理店 /
風力発電 / 百貨店 / 旅行・観光 / 証券
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自動車
電装部品 / 駆動系部品 / タイヤ / バッテリー / ベアリング /
ブレーキ / 鉄鋼 / 内装部品 / 産業機械 / 工作機械 /
車両組み立て / 自動車 / 自動車販売業界

建設
ゼネコン / 不動産 / 設計 / 住宅メーカー / 建設機械 /
仮設資材 / 土木工事 / 管工事 / 内装工事 / 電気工事

電機・家電
半導体 / 電子部品 / 石油製品 / 金属製品 / ゴム製品 /
ガラス製品 /AV・デジタル家電 / 白物家電 /
コンピュータ・パソコン / デジカメ・ビデオカメラ / ＯＡ機器

通信
ISP/ 移動体通信 / 固定電話 / 通信インフラ /
電気通信工事 / 電線 / 移動体端末 / 有線端末

食品
調味料・加工食品 / 菓子・パン / 飲料 / 酒類 / 食肉加工 /
水産 / 牛乳・乳製品 / 砂糖 / 小麦粉 / 食用油 / 香料

医薬・医療機器
医薬品 / 商社（医薬品）/ 臨床検査／治験 / 医療用品 /
医療機器 / 商社（医療用品・医療機器）

銀行
都市銀行 / 信託銀行 / 地方銀行 / 信金・信組等 /
ネット銀行 / 政府系・その他 / 日本銀行

特集／業界研究
業界内の仕事の関わりを相関図形式で分かりやすく記載。

ＢtoＢの企業も知ることができる、新しいカタチの業界特集です。

就職活動を始めるにあたって、イメージや知名度だけ

で業界・企業を選んでいませんか？　ＣＭや広告で名

前が知られている一般消費者向け商品を提供する企業

の知名度がどうしても高くなるため、ついついそこに

目がいきがちになりますが、他にもすばらしい企業は

たくさんあります。例えば自動車業界で言えば、関わ

る企業は「完成車メーカー」だけではないのです。

この章では、業界内の各業種の関わり合いを相関図と

して掲載することで、一般消費者向け商品を提供する

企業以外にも、企業間の取引を行うＢ to Ｂの企業が数

多く存在することを知ることができます。ぜひ参考に

して、より良い業界選びをしてください。

帝国データバンク監修
（P8 〜 P21 ）

※国内主要企業に示される売上高は企業全体の売上高を示すもので
　あり、個別の製品・サービスの売上高を表すものではありません。
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自動車
■ 環境技術が最優先課題。ハイブリッド車（HV）のさら

なる普及進む
■ 生産の海外移転が進み、販売の主戦場は新興国へ
■ 生産効率化とコスト削減に向け、車種を超えた部品設

計の共通化が進む

部品・素材を作る

自動車に装備される電子機器類を総称して電装部品と呼
ぶ。カーナビゲーションシステムやカーオーディオなどの
映像・音響部品をはじめ、電子化されているエンジンコン
トロールユニットやフュエルインジェクションなどの内燃
機関系部品、ワイヤーハーネスなどの電線も含まれる。

デンソー
売上高 2兆4907億円

（26年3月期）

矢崎部品
売上高 4963億円

（25年9月期）

日立オートモティブシステムズ
売上高 4079億円

（26年3月期）

国内主要企業

部
品
供
給

自動車の企画・開発・生産等を手掛けている。就業人口・
製品出荷額の多さから、名実ともに日本経済を支える基
幹産業として重要な地位にある。地球温暖化や大気汚染
など、環境問題に対する技術の開発が課題であり、ハイ
ブリッド車や電気自動車といった“エコカー”が台頭する
なか、業界の大変革が進む可能性もある。

自動車国内生産金額
18兆2,622億円

（2013年）
経済産業省「生産動態統計（機械統計）」

業界規模

塗装を終えた車体に内装部品や計器類、電気配線のほか、
エンジン・タイヤなど数千点にもおよぶ部品を取り付け、
走行可能な完成車に仕上げる。自動車メーカーと一体と
なって完成車の生産を行うほか、トラック・バンの荷台
架装やバス車体、トレーラー、福祉車両など各種特装車
の企画・開発・製造も手がける。

電装部品

バッテリー

ブレーキベアリング

自動車販売業界

自動車業界は全産業に占める割合、自動車関連産業に携わる就業人口
の両面において、日本経済を支える基幹産業。景況感の改善に加え、
消費税増税前の駆け込み需要の取り込みで、国内の生産・販売台数は
ともに伸びを見せている。世界的な販売の主戦市場は需要が旺盛な新
興国へと移り、中国が世界最大の市場に成長するなか、各社いずれも

海外での現地生産を強化している。環境対応車（エコカー）としては
ハイブリッド車（HV）や電気自動車（EV）の普及が進むほか、ガソ
リン・ディーゼルエンジンの低燃費化も著しい。燃費やクリーン性能
向上のため、国内自動車メーカーは協同でエンジン基礎研究に着手し
ており、対欧米メーカーに向けた競争力の強化が期待される。

工
場
設
備

製品完成

製造するための機械を作る

産業機械

車両組み立て 自動車

納
　
品

今 後 の 展 望 業 界 の 動 向

エンジンで発生したエネルギーを推進力に変換する動力
伝達装置や、操縦系部品を総称して駆動系部品と呼ぶ。
トランスミッションやデファレンシャルギヤ、ユニバーサ
ルジョイント、サスペンション、ステアリングなどが代表
的な部品であり、内燃機関と並ぶ主要パーツである。

駆動系部品

アイシン・エィ・ダブリュ
売上高 9391億円

（26年3月期）

アイシン精機
売上高 7961億円

（26年3月期）

ジヤトコ
売上高 5286億円

（26年3月期）

国内主要企業

エンジン始動、ライトへの電
力供給、各種コンピュータ機
器の制御等に関わる。ハイブ
リッド車や電気自動車ではリ
チウムイオン電池が主流に。

国内主要企業

機械全体の機能を左右する極
めて重要な部品であり、エン
ジン、車軸、トランスミッショ
ンなど、機械類の中枢である
回転部分に使用される。

国内主要企業
移動中の自動車を減速・停止
させる装置。ハイブリッドが
主流となる中、低コスト化に
加えてエネルギー効率のさら
なる高性能化が求められる。

国内主要企業

鉄　鋼

ドア、ボンネットなどの車体や
各種部品に幅広く使用されてい
る。日本メーカーの車体の鋼板
製造技術は世界でもトップクラ
スで、高い競争力を有している。

国内主要企業

新日鐵住金
売上高 3兆7207億円

（26年3月期）

JFEスチール
売上高 1兆9768億円

（26年3月期）

タイヤ

二輪用から建設車両用までさ
まざまな種類・サイズがある。
低燃費タイヤやパンクしない
タイヤなど、高性能製品の開
発が進められている。

国内主要企業

各産業分野の工場や事業所に
おいて使われる設備機械のこ
とで、大型機械、動力伝導装
置、環境装置、産業用ロボッ
トなどを指す。

国内主要企業
工作機械

産業機械や諸部品を作る機械
で、「マザーマシン」とも呼ば
れる。国際競争力が高く、特
に高機能分野において強みを
持つ、国内の基盤産業。

国内主要企業

トヨタ車体
売上高 1兆6522億円

（26年3月期）

トヨタ自動車東日本
売上高 8448億円

（26年3月期）

日産車体
売上高 4621億円

（26年3月期）

プレス工業
売上高 1198億円

（26年3月期）

八千代工業
売上高 1132億円

（26年3月期）

国内主要企業

四輪自動車国内生産台数
963万70台

（2013年）
日本自動車工業会

業界規模

自動車メーカーと直接・間
接的に特約店契約を結んで
販売。整備等の関連サービ
ス分野は、大型自動車用品
店などと競合傾向にある。

GSユアサ
売上高 1585億円

（26年3月期）

プライムアースＥＶエナジー
売上高 1521億円

（26年3月期）

日本精工
売上高 4590億円

（26年3月期）

ＮＴＮ
売上高 3213億円

（26年3月期）

アドヴィックス
売上高 3150億円

（26年3月期）

曙ブレーキ工業
売上高 860億円

（26年3月期）

ブリヂストン
売上高 1兆66億円

（25年12月期）

住友ゴム工業
売上高 4489億円

（25年12月期）

東　芝
売上高 3兆2945億円

（26年3月期）

三菱電機
売上高 2兆4805億円

（26年3月期）

国内主要企業

オークマ
売上高 1067億円

（26年3月期）

ＤＭＧ森精機
売上高 1026億円

（26年3月期）

トヨタ自動車
売上高 11兆421億円

（26年3月期）

日産自動車
売上高 3兆7378億円

（26年3月期）

本田技研工業
売上高 3兆4883億円

（26年3月期）

マツダ
売上高 2兆570億円

（26年3月期）

スズキ
売上高 1兆4988億円

（26年3月期）

国内主要企業

ヤナセ
売上高 2605億円

（25年9月期）

東京トヨペット
売上高 2016億円

（26年3月期）

内装部品

シート、シートベルト、天井、
カーペット、ドアトリムなど、
内装全般を指す。安全かつ快
適な車内空間作りにおいて重
要な役割を担う。

トヨタ紡織
売上高 6377億円

（26年3月期）

タカタ
売上高 1113億円

（26年3月期）

国内主要企業
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建　設

計画する・監督する

建設業界は建築と土木に大別され、建築は住宅と非住宅、土木市場は
政府部門と民間部門に分けられる。震災復興や防災対策関連など政府
の建設投資は増加しており、民間でも海外における空港・鉄道の受
注・竣工や国内におけるメガソーラープラント開発、工場の新増築な
ど、設備投資は回復基調にある。一方、人手不足による人件費の高騰

や建材費の高止まりが懸念材料となっている。今後は内需依存からの
脱却および海外市場の開拓が焦点となる。不動産業界では、ネット通
販の市場拡大などを受けて物流施設の建築需要が高まっているほか、
ASEANで商業施設開設の動きが見られるなど、国内外における大型
ショッピングセンターの出店攻勢が加速している。

工事する

業 界 の 動 向

発
　
注

機械・仮設資材を提供する

■ 震災・防災対策関連の公共工事ほか、民間工事も回復基調
■ エネルギーを効率的に活用する「スマートハウス」市場の拡大
■ アジアを中心とする海外市場の開拓が焦点

今 後 の 展 望

建設投資
48兆4700億円

（2014年度見込み）
国土交通省「建設投資見通し」

業界規模

建設業は典型的な受注請負産業で、元請けから順次工区
を割り振られる下請構造が形成されている。清水、大林、
大成、鹿島、竹中のトップ5社は「スーパーゼネコン」と
呼ばれ、業界ピラミッド構造の頂点に君臨している。公
共工事を主とする内需依存から脱却し、新興国を中心と
する海外市場の開拓に積極的な動きをみせている。

ゼネコン
国内主要企業

清水建設
売上高 1兆2530億円

（26年3月期）

大林組
売上高 1兆2086億円

（26年3月期）

大成建設
売上高 1兆1961億円

（26年3月期）

鹿島建設  
売上高 1兆460億円

（26年3月期）

竹中工務店
売上高 7867億円

（25年12月期）

住宅着工戸数（持ち家）
35万2841戸

（2013年度）
国土交通省「建築着工統計」

業界規模

戸建て業界は、全国規模で展開する大手ハウスメーカー、
建売住宅を低価格で売るパワービルダー、地場の工務店
で、マンション業界は、主に旧財閥系の大手と新興デベロッ
パーで構成されている。厳しい業界環境だが、耐震等の高
い技術を活かした海外展開や、スマートハウスへの注力な
ど、高付加価値住宅への取り組みで巻き返しを図っている。

住宅メーカー
国内主要企業

大和ハウス工業
売上高 1兆4298億円

（26年3月期）

積水ハウス
売上高 1兆1558億円

（26年1月期）

住友林業
売上高 7564億円

（26年3月期）

旭化成ホームズ
売上高 3940億円

（26年3月期）

積水化学工業
売上高 3771億円

（26年3月期）

不動産業の売上高
32兆6817億円

（2012年度）
財務省「法人企業統計年報」

業界規模

不動産業界は「開発・分譲」「流通」「賃貸」「管理」の4つ
に大別され、開発・分譲はデベロッパーとも呼ばれる。大
手総合不動産企業では、ゼネコンや住宅メーカー、設計会
社などと共同で、都心部の再開発や街づくりといった大型
物件を手がけるケースも増えており、今後は省エネ・災害
対策を軸としたスマートシティなどの需要も見込まれる。

不動産
国内主要企業

住友不動産
売上高 6553億円

（26年3月期）

三井不動産  
売上高 5056億円

（26年3月期）

三菱地所
売上高 4053億円

（26年3月期）

野村不動産
売上高 3664億円

（26年3月期）

東急不動産
売上高 2594億円

（26年3月期）

売上（収入）金額
2兆8159億円

（2012年）
経済産業省「経済センサス」

業界規模

建設施工会社とは独立した立場であり、建築物の計画立
案、測量、設計、工事監理、検査等、建築に関わる企画
から検査、相談まで幅広く請け負う。建築設計には意匠設
計、構造設計、設備設計の分野があり、各分野に特化し
た小規模事務所があるほか、施工会社のグループ企業や
他社と合同で都市開発まで扱う総合設計事務所もある。

設　計
国内主要企業

ＮＴＴファシリティーズ
売上高 2638億円

（26年3月期）

日建設計
売上高 399億円

（25年12月期）

三菱地所設計
売上高 159億円

（25年3月期）

日本設計
売上高 145億円

（25年9月期）

久米設計
売上高 92億円

（25年5月期）

土木・建築工事に使用される機械の総称。輸出主導型産
業であり、自動車や精密機械と並び、高い国際競争力を
有する。積極的なインフラ投資や活発化する資源開発な
どを背景に、新興国での需要が増加しており、海外進出
や大手企業による買収や業務提携が盛んである。

建設機械

小松製作所
売上高 7577億円

（26年3月期）

日立建機
売上高 3911億円

（26年3月期）

キャタピラージャパン  
売上高 3105億円

（25年12月期）

国内主要企業

仮設足場や防音シートなど、建築作業を行う際に用いる資
材を総称して仮設資材と呼び、使用用途は建築物全般に
及ぶ。製造から販売・レンタル・リースまでをメーカーが
手がけることもあるが、エンドユーザーへの窓口はレンタ
ル・リース業者となるケースが大半である。

仮設資材

アルインコ
売上高 375億円

（26年3月期）

日綜産業
売上高 192億円

（25年6月期）

キョーワ
売上高 176億円

（25年12月期）

国内主要企業

土木工事

自然災害からの防衛やインフ
ラ整備である道路工事、建築
物の基礎工事などを行う。老
朽化した公共インフラや防災
への対策が急務となっている。

NIPPO
売上高 3143億円

（26年3月期）

前田道路
売上高 2214億円

（26年3月期）

国内主要企業
管工事

建築構造物の配管や空調装置
の取付工事、水回りの工事が中
心。省エネ・節電関連のリニュー
アル工事のほか、アフターサー
ビスの強化に努めている。

高砂熱学工業 
売上高 1856億円

（26年3月期）

新菱冷熱工業 
売上高 1568億円

（25年9月期）

国内主要企業

内装工事

壁面・天井の塗装やクロス・
フローリング貼りなどの仕上げ
工事、造作家具や建具などの
工事のほか、展示や商業施設
のディスプレイなどを行う。

乃村工藝社
売上高 699億円

（26年2月期）

丹青社
売上高 521億円

（26年1月期）

国内主要企業
電気工事

送電線架設工事、ビル・住宅
内の配電工事、電気設備の修
繕工事など、送電線、配電盤、
電灯、電力機器の設置・修繕
工事を手がける。

きんでん
売上高 4482億円

（26年3月期）

関電工
売上高 3910億円

（26年3月期）

国内主要企業
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電機・家電
■ 海外勢との厳しいシェア争いが続く
■ 高性能・省エネ家電の販売が好調
■ 価格競争にさらされない高付加価値商品の開発が鍵

部品を作る

供
　
給

主要メーカーには、パナソニック、東芝、日立製作所といった日本を
代表する企業が並ぶ。洗濯機や冷蔵庫、エアコンなどの家庭用電気機
器（白物家電）と、テレビなどの民生用電子機器（黒物家電）に分類
される。家電製品はコモディティ化が著しく、厳しい価格競争に晒さ
れていることから、太陽電池や電気自動車などといった新しい収益の

柱を模索している。欧米のほか、低価格を武器に韓国、台湾、中国な
どのメーカーも台頭するなか、国内メーカーの存在感・技術的優位性
は年々薄らいでいる。各メーカーとも次世代テレビ（4Kテレビ）の
開発等に注力するほか、買い替え需要を喚起するため、デザインや節
電効果を謳った高機能・高価格帯の白物家電の販売を強化している。

製品を作る

今 後 の 展 望 業 界 の 動 向

ゴム製品

弾性・耐熱性・耐寒性・絶
縁性などの特性を活かし、
リモコンのボタンや冷蔵庫
のパッキン、耐熱ホースな
ど利用は多岐に渡る。

国内主要企業

国内主要企業

ＪＳＲ
売上高 2656億円

（26年3月期）

日本ゼオン
売上高 2047億円

（26年3月期）

ガラス製品

液晶などの家電製品に用い
られるガラスは特殊加工を
施されたものが多く、国内
メーカーが競争力を持つ分
野の一つとなっている。

旭硝子
売上高 5401億円

（25年12月期）

ＨＯＹＡ
売上高 1985億円

（26年3月期）

国内主要企業

家電製品向けの金属製品にはプレス部品や鋳造部品、
鍛造部品などがある。材料としてはステンレスや鋼板、
アルミ、一部にはマグネシウムやチタンなどが用いら
れる。ネジ、ナットなどの部品をはじめ、洗濯機や冷
蔵庫の外装、デジタルカメラボディなどがあげられる。

金属製品

日本発条
売上高 2497億円

（26年3月期）

日本圧着端子製造
売上高 898億円

（26年3月期）

青山製作所
売上高 704億円

（25年12月期）

国内主要企業

石油を原料とした基礎化学品、機能化学品などの材料と、
それらを加工した部品などを指す。自動車やコンピュー
タ、電子・電気製品、医療など幅広い製品・産業に利用され、
日本の加工組立産業の技術革新や競争力の基盤となって
いる。今後は高付加価値製品の需要に期待がかかる。

石油製品

三菱化学
売上高 1兆190億円

（26年3月期）

三井化学
売上高 8702億円

（26年3月期）

住友化学　
売上高 8493億円

（26年3月期）

国内主要企業

デジタル家電製品やパソコン、スマートフォンのほか、電
子化が進む自動車の基礎となる部品で、電気を通しやすい

「導体」と、電気を通しにくい「絶縁体」との中間の性質
を持つ。設計に特化し工場を持たないファブレス企業や製
造のみを受託するファウンドリ企業が台頭している。

半導体

東　芝
売上高 3兆2945億円

（26年3月期）

ルネサスエレクトロニクス
売上高 7380億円

（26年3月期）

富士電機
売上高 4954億円

（26年3月期）

国内主要企業

電子部品とはモーターやコンデンサ、コネクタなど電気を
使う製品に組み込まれる部品のことで、能動部品、受動部
品、機構部品に分類される。各社得意分野を有し、高い技
術力で高付加価値製品を生み出しているのが特徴であり、
日本メーカーは世界市場で大きなシェアを占めている。

電子部品

村田製作所
売上高 6350億円

（26年3月期）

京セラ
売上高 6349億円

（26年3月期）

日東電工
売上高 4939億円

（26年3月期）

国内主要企業

民生用電子機器国内出荷金額
1兆3925億円

（2013年）
電子情報技術産業協会

業界規模

AV・デジタル家電市場は、低価格品の韓国勢などが台頭
しており、国内メーカーの経営環境は良好とは言い難い。
主力の薄型テレビが地デジ移行に伴う特需の反動から伸び
悩み、大手は軒並み減収となった。テレビの採算性が悪化
する中で、次世代4K対応テレビや大型有機ELテレビの開
発に注力するなど、新たな生産体制の確立を目指している。

ＡＶ・デジタル家電
国内主要企業

パナソニック
売上高 4兆846億円

（26年3月期）

東　芝
売上高 3兆2945億円

（26年3月期）

ソニー
売上高 2兆1875億円

（26年3月期）

日立製作所
売上高 2兆701億円

（26年3月期）

シャープ
売上高 2兆399億円

（26年3月期）

パソコンやサーバーの周辺機器であるプリンターやスキャ
ナーなども含め、巨大産業を形成。タブレット端末の普及
でパソコン需要は低迷するものの、周辺機器は好調。スマー
トフォンや電子書籍などインターネットに接続可能なモバ
イル端末の普及が進んでいる。

コンピュータ・パソコン

東　芝
売上高 3兆2945億円

（26年3月期）

富士通
売上高 2兆1450億円

（26年3月期）

ＮＥＣパーソナルコンピュータ
売上高 2351億円

（26年3月期）

国内主要企業

家庭用電気機器の生産金額
1兆6921億円

（2013年）
一般社団法人日本電機工業会「家庭用電気機器生産」

業界規模

洗濯機や冷蔵庫などの生活家電やエアコンなどの空調機
器を指す。白物家電は典型的な耐久消費財であり、国内
普及率はほぼ100％であることから、買い換え需要の喚起
のため、環境に配慮した省エネ製品や高付加価値製品な
どを展開。新興国市場が急拡大するなか、各社ともグロー
バル志向を強め、海外での生産・販売にも注力している。

白物家電
国内主要企業

パナソニック
売上高 4兆846億円

（26年3月期）

東　芝
売上高 3兆2945億円

（26年3月期）

三菱電機
売上高 2兆4805億円

（26年3月期）

日立製作所
売上高 2兆701億円

（26年3月期）

シャープ
売上高 2兆399億円

（26年3月期）

キヤノン
売上高 2兆1287億円

（25年12月期）

ニコン
売上高 7168億円

（26年3月期）

国内主要企業
デジカメ・ビデオカメラ

OA機器

キヤノン
売上高 2兆1287億円

（25年12月期）

リコー
売上高 9188億円

（26年3月期）

国内主要企業
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提
　
供

提
　
供

通　信
携帯電話の急激な普及を背景に、固定通信市場は縮小傾向となってい
る。移動体通信市場は従来型携帯電話からスマートフォンへの切り替
えが進んでいる。活況を呈していたスマホ市場であるが、出荷台数の
増加率は鈍化傾向が続く。人気のiPhoneは3キャリアが出揃い、価格
による差別化戦略とともに新機種投入や提供コンテンツがシェア争い

のカギとなっている。SIMフリー端末の動向にも注目が集まる。有線
および無線ネットワーク関連機器では、インフラやインターネット関
連において、急増するトラフィックに向けたネットワークの増強や品
質・信頼性の向上、次世代携帯通信サービス「LTE」などモバイルネッ
トワークの増強に向けた設備投資が期待される。

業 界 の 動 向

通信サービスを提供する 通信環境を作る

通信端末を提供する

I S P
国内主要企業

KDDI
売上高 3兆5852億円

（26年3月期）

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ
売上高 9440億円

（26年3月期）

ソフトバンクＢＢ　
売上高 4625億円

（26年3月期）

ワイモバイル
売上高 2038億円

（26年3月期）

ジュピターテレコム
売上高 509億円

（25年3月期）

ISP（インターネット・サービス・プロバ
イダ）は、キャリアから回線の提供を受け
て、インターネットへの接続サービスを提
供している業者を指す。プロバイダは、メー
カー系、通信系、CATV系、独立系があり、
各企業間では価格競争やセキュリティ、コ
ンテンツなどサービスの差別化競争が繰
り広げられている。ブロードバンド回線の
普及にともない急増しているコンピュータ
ウイルスやスパムへのセキュリティ対策、
増大する通信量への対応などが課題。

ブロードバンドサービスの契約数

8972万件
（2014年3月末）

総務省

業界規模
インターネット利用者数

1億44万人
（2013年）

総務省「通信利用動向調査」

業界規模

■ スマートフォンへの切り替え進む
■ 移動体通信のシェア争い、ネットサービスの差別化競争が激化
■ SIM フリー端末の今後の動きに注目が集まる

今 後 の 展 望

移動体通信
国内主要企業

ＮＴＴドコモ
売上高 4兆4329億円

（26年3月期）

KDDI
売上高 3兆5852億円

（26年3月期）

ソフトバンクモバイル
売上高 2兆5174億円

（26年3月期）

ワイモバイル
売上高 2038億円

（26年3月期）

UQコミュニケーションズ
売上高 974億円

（26年3月期）

移動体通信は、片方または両方の端末が
移動することのできる電気通信の総称。
NTTドコモ、KDDI、ソフトバンクの携帯
大手3キャリアを筆頭に、高速データ通信
のワイモバイル、UQコミュニケーション
ズなど、様々なサービスを展開し、シェ
ア争いが活発である。格安スマホの登場
で、価格競争もますます激化。従来型携
帯電話からスマートフォンへの切り替え
が進み、最近では音声による通話よりも
データ通信用途での活用が進展している。

携帯電話・PHSの累計契約数

1億4509万件
（2014年3月末）
電気通信事業者協会

業界規模
携帯電話IP接続サービスの累計契約数

1億984万件
（2014年3月末）
電気通信事業者協会

業界規模

固定電話
国内主要企業

KDDI
売上高 3兆5852億円

（26年3月期）

東日本電信電話
売上高 1兆7738億円

（26年3月期）

西日本電信電話
売上高 1兆5896億円

（26年3月期）

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ
売上高 9440億円

（26年3月期）

ソフトバンクテレコム
売上高 4684億円

（26年3月期）

電話回線、ADSL回線、光ファイバー回
線のユーザーへの提供や、プロバイダ
への卸売りを行う。固定電話業界では、
NTTグループがインフラ面で圧倒的優
位に立ち、高いシェアを獲得しているが、
業界全体としては携帯電話への移行によ
り落ち込んだ固定電話収入への対応が大
きな課題となっている。今後も固定電話
加入者数の大幅増加は見込めない状況で
あることから、各社とも、IP電話やデー
タ系サービスの拡充に注力している。

NTT東西の加入電話数

2300万件
（2014年3月末）

NTTグループ

業界規模
IP電話の利用数

3378万件
（2014年3月末）

総務省

業界規模

通信ネットワーク機器の開発・製造からシステム構築を中心
に、通信事業用基地局ならびに交換機の販売、無線基地局
を主体とした電気通信工事までを含む。端末からインフラま
で展開している企業も多く、次世代通信規格LTEなどのネッ
トワークインフラ整備を強化している。通信トラフィック量
が増大するなかで、インフラ整備の役割は重要である。

通信インフラ
国内主要企業

富士通
売上高 2兆1450億円

（26年3月期）

日立製作所
売上高 2兆701億円

（26年3月期）

日本電気
売上高 1兆9023億円

（26年3月期）

エヌ・ティ・ティ・データ
売上高 7828億円

（26年3月期）

ノキアソリューションズ＆ネットワークス
売上高 1753億円

（25年12月期）

スマートフォンが市場の中心に。国内メーカーは市場
成熟化による買い替えサイクルの長期化や、世界シェ
アトップのアップル、サムスンといった海外メーカー
との競合により、販売は伸び悩んでいる。高機能化が
進む一方、機能を絞り込んだ低価格機種も根強い人気。

移動体端末

富士通
売上高 2兆1450億円

（26年3月期）

シャープ
売上高 2兆399億円

（26年3月期）

ソニーモバイルコミュニケーションズ
売上高 3174億円

（26年3月期）

国内主要企業

固定電話機やファクシミリの有線端末市場は、携帯電話
などの伸長により、頭打ちの状態が続いている。オフィ
ス内での電話機も移動体端末が増えるなか、今後も大幅
な需要増は期待できず、高齢者向けの大画面や防犯用の
録音機能といった高付加価値商品が中心となる。

有線端末

パナソニック
売上高 4兆846億円

（26年3月期）

シャープ
売上高 2兆399億円

（26年3月期）

パイオニア
売上高 2961億円

（26年3月期）

国内主要企業

電気通信工事

無線基地局を主体とした電
気通信分野の工事業者を指
す。データ通信量の増大に
ともない、基地局の整備・
増設需要が見込まれる。

協和エクシオ
売上高 2473億円

（26年3月期）

ＮＥＣネッツエスアイ
売上高 2205億円

（26年3月期）

国内主要企業

電　線

情報通信、自動車、電気機械、
建設などさまざまな分野で
使用されている。国内需要
の頭打ちを受けて、海外展
開へ注力している。

住友電気工業  
売上高 8324億円

（26年3月期）

古河電気工業  
売上高 4283億円

（26年3月期）

国内主要企業
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香　料

食用油

小麦粉　

砂　糖牛乳・乳製品

水　産

酒　類飲　料

菓子・パン調味料・加工食品

食　品
急激な需要の増減は起こりにくいが、少子高齢化・国内人口の減少に
より、国内市場は中長期的には縮小する見込みとなっている。また、
天候不良や円安、新興国での需要増を背景に原材料価格が高騰し、収
益を圧迫している。一部では高価格帯商品のヒットも見られるが安価
なPB商品がシェアを拡大しており、低価格競争も激化。加えて、食

品偽装や異物混入、消費期限の改ざんなどといった問題を受けて「食
の安全」に対する消費者意識が高まっており、より徹底した品質管理
やトレーサビリティの強化が求められている。メーカー各社は、成長
の見込めるアジアをはじめ新興国を中心とした外需取り込みのため、
海外での現地法人設立や海外食品メーカーの買収などを進めている。

業 界 の 動 向

■ 国内市場の伸び悩みから、大手企業の海外展開が加速
■ 「食の安全」に対する消費者意識の高まりから管理体制を強化
■ 原料価格の高騰により製品の値上げが相次ぐ

今 後 の 展 望

冷凍食品国内生産量
155万トン

（2013年）
日本冷凍食品協会

業界規模

調味料は料理の味付けに使われ、調理過程で欠かせないも
のとなっている。加工食品は食品の品質保存や栄養維持な
どを目的に加工・処理されたものを指し、冷凍食品やめん類
などを含む。生産量・消費額ともに大幅な増減は起きていな
いが、少子高齢化の影響による国内需要の伸び悩みを背景
に、大手企業は新興国を中心に海外展開を強化している。

国内主要企業

味の素
売上高 2784億円

（26年3月期）

東洋水産
売上高 2417億円

（26年3月期）

キユーピー  
売上高 2362億円

（25年11月期）

日清食品
売上高 2074億円

（26年3月期）

カゴメ 
売上高 1627億円

（26年3月期）

菓子生産数量
190万トン

（2013年）
全日本菓子協会

業界規模

菓子業界は、少子高齢化の影響などで縮小傾向が続いて
いるが、大手メーカーでは、国外市場開拓の動きが本格化
し、事業やグループ再編によって経営戦略・事業戦略を見
直す動きが目立つ。パン業界では、小麦などの原材料価
格の高騰や価格競争の激化で厳しい状況が続くものの高
級食パンがヒットし、高価格帯商品が相次いで投入された。

国内主要企業

明　治
売上高 7037億円

（26年3月期／乳製品売上高含む）

山崎製パン
売上高 6595億円

（25年12月期）

敷島製パン
売上高 1638億円

（25年8月期）

カルビー
売上高 1550億円

（26年3月期）

江崎グリコ
売上高 1511億円

（26年3月期）

炭酸飲料生産量
254万3011kℓ

（2013年）
農林水産省「食品産業動態調査」

業界規模

国内事業者数は500程度あるが、生産・販売量は大手による
寡占状態で、中小企業は厳しい販売競争にさらされている。
業界の最大勢力はコカ・コーラグループで、これを酒類メー
カー子会社や伊藤園などが追走する構図となっている。安心・
安全、健康志向を受けて、ミネラルウォーターや茶系飲料、
トクホ商品（特定保健用食品）などが堅調に推移している。

国内主要企業

伊藤園
売上高 3634億円

（26年4月期）

サントリー食品インターナショナル
売上高 3616億円

（25年12月期）

コカ・コーラウエスト
売上高 3325億円

（25年12月期）

アサヒ飲料
売上高 3220億円

（25年12月期）

キリンビバレッジ
売上高 3106億円

（25年12月期）

酒類出荷量
903万9315kℓ

（2013年度）
国税庁「酒税課税状況表」

業界規模

キリン、アサヒの2大ビールメーカーが市場を牽引。ビー
ルメーカーが市場の中心を占めるが、焼酎や清酒メーカー
などの老舗企業も続く。国内市場における酒類全体の出荷
量は年々減少しており、新商品の投入などを行い市場開拓
を目指す。世界的にM＆Aが活発化しており、日本の大手
メーカーも更なる買収を仕掛けていくものと見込まれる。

国内主要企業

アサヒビール    
売上高 9278億円

（25年12月期）

麒麟麦酒
売上高 6059億円

（25年12月期）

サントリー酒類  
売上高 4222億円

（25年12月期）

サッポロビール
売上高 2753億円

（25年12月期）

宝酒造
売上高 1523億円

（26年3月期）

食肉加工

食肉加工品生産数量
52万9722トン

（2013年）
日本ハム・ソーセージ工業協同組合

業界規模

ハム類、プレスハム、ソーセージ類、ベーコン類などの製造、
食肉の卸・販売が主要事業である。大手企業は食肉加工
から派生した加工食品や中食への参入など事業領域の拡
大に注力している。食肉加工品の需要は底堅いが、原材
料費や燃料費の高騰といった生産コストの増大を背景と
して、大手企業を中心に実質値上げを実施した。

国内主要企業

日本ハム 
売上高 7310億円

（26年3月期）

伊藤ハム  
売上高 4055億円

（26年3月期）

プリマハム  
売上高 2235億円

（26年3月期）

丸大食品  
売上高 1530億円

（26年3月期）

米　久
売上高 1505億円

（26年2月期）

水産加工品生産量
172万トン

（2012年）
農林水産省「農林水産統計」

業界規模

天然資源ゆえの生産量の変動や鮮度維持の重要性、少量多
品種などの商品特性もあって、国内産品は産地市場と消費地
市場という二段階の卸売市場を経由する。ただ、冷凍・加工
技術の普及や低価格志向による輸入品の増加などにより、近
年は市場外流通も増加している。水揚量は減少するものの、
日本食材の人気継続で水産物の輸出量は拡大傾向にある。

国内主要企業

日本水産
売上高 3339億円

（26年3月期）

マルハニチロ
売上高 2039億円

（26年3月期）

極　洋
売上高 1920億円

（26年3月期）

ニチレイフレッシュ
売上高 1523億円

（26年3月期）

マリンフーズ
売上高 852億円

（26年3月期）

生乳生産量
744万トン
（2013年度）

農林水産省「牛乳乳製品統計」

業界規模

牛乳のほか、バター、チーズ、ヨーグルト、アイスクリー
ムなどの乳製品を製造している。嗜好の多様化や少子高齢
化を背景に主力商品である飲用牛乳の生産量が減少する
なか、健康志向の高まりを受けて機能性ヨーグルトは好調
に推移している。大手企業では生産拠点や商品構成の見
直しなど事業改革を進めている。

国内主要企業

明　治
売上高 7037億円

（26年3月期／菓子売上高含む）

森永乳業 
売上高 4436億円

（26年3月期）

雪印メグミルク
売上高 3488億円

（26年3月期）

ヤクルト本社
売上高 1818億円

（26年3月期）

カルピス
売上高 1001億円

（25年12月期）

国内主要企業
三井製糖
売上高 698億円

（26年3月期）

日本甜菜製糖
売上高 547億円

（26年3月期）

国内主要企業
日本製粉
売上高 1885億円

（26年3月期）

日清製粉
売上高 1792億円

（26年3月期）

国内主要企業
日清オイリオグループ
売上高 2073億円

（26年3月期）

Ｊ－オイルミルズ 
売上高 1964億円

（26年3月期）

国内主要企業
高砂香料工業
売上高 634億円

（26年3月期）

長谷川香料
売上高 379億円

（25年9月期）
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医療機器

医薬・医療機器
高度医療や生活習慣病向け医薬品需要の拡大にともない、医療費の負
担は膨張。国は薬価負担の抑制策として低価格の「後発医薬品（ジェ
ネリック医薬品）」への切り替えを促進しており、市場の拡大が続く。
新薬メーカーでは研究開発費の増大や薬価の引き下げ、主力薬の特許
切れ「2010年問題」に対応するため、新しい収益の柱を模索している。

ニーズに合った新製品の投入や新興国市場の開拓など販売網の構築を
進めるほか、重点疾病領域への新薬開発の投資集中や、ワクチン市場
の拡大を見据えた事業展開などが本格化している。また、抗がん剤と
しても使用されている抗体医薬品をはじめとする「バイオ医薬品」が
今後の成長分野として注目されている。

業 界 の 動 向

■ 医療費抑制のため、後発医薬品の市場拡大が続く
■ 主力薬の特許切れにより、新しい収益の柱を模索
■ 抗体医薬品をはじめとする「バイオ医薬品」市場が拡大

今 後 の 展 望

臨床検査は、心電図測定や血圧測定などの「生理機能
検査」と、血液や尿などを採取する「検体検査」とに
大きく分かれる。治験は、医薬品や医療機器の製造販
売に関する薬事法上の承認を得るために行われる臨床
試験のことであり、治験依頼者である製薬会社や治験
の実施施設である医療機関から業務を受託している。

臨床検査／治験

衛生材料生産金額
513億円
（2012年）

厚生労働省「薬事工業生産動態統計」

業界規模

ガーゼやカテーテル、注射器、人工透析用品などの消耗
品を製造している。高齢化や生活習慣病の増加、また、
院内感染や医療事故防止のため、医療用品の需要は底堅
いが、輸入割合も多く外資系企業との競合も激しい。新
興国を中心とする営業拠点の開設や工場新設など、海外
における事業基盤強化の動きが続いている。

医療用品
国内主要企業

テルモ
売上高 2659億円

（26年3月期）

ジョンソン・エンド・ジョンソン
売上高 2100億円

（25年12月期）

ニプロ 
売上高 1885億円

（26年3月期）

日機装
売上高 754億円

（26年3月期）

ボストン・サイエンティフィックジャパン
売上高 724億円

（25年12月期）

医薬品
国内主要企業

武田薬品工業
売上高 7965億円

（26年3月期）

大塚製薬
売上高 7288億円

（26年3月期）

アステラス製薬
売上高 6359億円

（26年3月期）

第一三共
売上高 6181億円

（26年3月期）

ファイザー
売上高 5307億円

（25年11月期）

医師の処方が必要な「医療用医薬品」と、
薬局やドラッグストア等で購入できる「一
般用医薬品」に大別され、市場規模として
は医療用医薬品が大半を占める。医療用
医薬品はさらに先発医薬品（新薬）と後
発医薬品（ジェネリック医薬品）に分類
され、厚生労働省がジェネリック医薬品
の普及を推進していることから、市場が
拡大している。特定分野に特化、あるい
は大衆薬中心など様々な製薬メーカーが
あり、医薬品業界間での製造外注も多い。

医薬品生産金額

6兆9767億円
（2012年）

厚生労働省「薬事工業生産動態統計」

業界規模
医薬品輸出金額

1376億円
（2012年）

厚生労働省「薬事工業生産動態統計」

業界規模

MRI（磁気共鳴画像診断装置）やレントゲン、内視鏡など
の大型機械をはじめとする、各種検査機器を製造。輸入割
合が多く、外資メーカーが存在感を示している。予防医療
の浸透や高齢化、新製品の投入を背景に国内需要は底堅い
が、医療費抑制のため医療機器の公定価格は下落傾向にあ
る。医療水準が向上している新興国での売上拡大を目指す。

国内主要企業

東芝メディカルシステムズ
売上高 2871億円

（26年3月期）

オリンパスメディカルシステムズ 
売上高 2439億円

（26年3月期）

島津製作所
売上高 1679億円

（26年3月期）

GEヘルスケア・ジャパン
売上高 1435億円

（25年12月期）

富士フイルムメディカル
売上高 1138億円

（26年3月期）商社（医療用品・医療機器）

検査機器などを病院や大学、自
治体等へ販売している。公定価
格引き下げなどマイナス要因
もあるが、消耗品を中心とした
医療用品の需要は根強い。

エム・シー・ヘルスケア
売上高 1805億円

（26年3月期）

ムトウ
売上高 1201億円

（25年6月期）

国内主要企業

販
　
売

販
　
売

販
　
売年間商品販売額

17兆4272億円
（2012年）

経済産業省「経済センサス」

業界規模

医薬品メーカーと病院や薬局などを仲介している。薬事法
により医薬品の販売業は許可制となっており、医薬品価格
は「薬価」として厚生労働省で定められている。東日本大
震災時の混乱を教訓に、システム対策や自家発電・緊急
搬送体制の強化を図っている。医薬品の納品価格が低下
するなか、事業再編や経営統合などの動きが続いている。

商社（医薬品）
国内主要企業

メディセオ　
売上高 1兆9999億円

（26年3月期）

アルフレッサ
売上高 1兆9717億円

（26年3月期）

スズケン
売上高 1兆7548億円

（26年3月期）

東邦薬品
売上高 1兆1257億円

（26年3月期）

アステム
売上高 3471億円

（26年3月期）

医療機器生産金額
1兆8952億円

（2012年）
厚生労働省「薬事工業生産動態統計」

業界規模

イーピーエス
売上高 214億円

（25年9月期）

国内主要企業
治験

エスアールエル
売上高 1001億円

（26年3月期）

ビー・エム・エル
売上高 803億円

（26年3月期）

ＬＳＩメディエンス
売上高 786億円

（26年3月期）

国内主要企業
臨床検査
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信託銀行

都市銀行

銀　行
銀行業界では、1998年に金融持ち株会社設立が解禁されてから、傘
下に証券・リースなどの子会社を持つホールディングス化が進み、現
在では三菱東京UFJ、三井住友、みずほの3大メガバンク体制が確立
されている。一方、かねてからオーバーバンキングが指摘されてきた
地方銀行では顧客獲得競争が激化しており、地銀同士の資本提携・経

営統合などが活発化、生き残りをかけた再編が進行している。アベノ
ミクス効果による国内景気の回復に加え、保有株価の上昇や倒産の減
少を受けて、メガバンクほか多くの金融機関では高収益となった。海
外向けの貸出残高が増加しており、国内銀行は拡大する海外需要に対
応するため、業務提携やM＆Aを積極的に行っている。

業 界 の 動 向

信託財産総額
852兆円

（2014年3月末）
信託協会「信託の受託概況」

業界規模

信託業と銀行業の両方を行う銀行の中で、信託業務を主
業とする銀行。信託業務とは投資家から預かった金銭や
土地、有価証券などの資産を信託財産として保管・管理
して実際の運用を代行し、運用資産の利益を委託者に分
配する業務のことである。兼営法によって信託業務兼営
の認可を受けた銀行が信託業務を行うことができる。

国内主要企業

三井住友信託銀行
経常収益 7781億円

（26年3月期）

三菱ＵＦＪ信託銀行
経常収益 5381億円

（26年3月期）

みずほ信託銀行
経常収益 1929億円

（26年3月期）

野村信託銀行
経常収益 317億円

（26年3月期）

日本トラスティ・サービス信託銀行
経常収益 273億円

（26年3月期）

社団法人全国地方銀行協会の会員で、全国の各都道府
県に本店を置いている。地方銀行は64行（2014年3月
末時点）にのぼり、本店所在の都道府県を中心に、多数
の支店・ATMを展開している。中堅・中小企業との取引
や個人との小口取引を主体とし、地域社会の振興や街づ
くりにおいても地域金融の主導的な役割を果たしている。

地方銀行
国内主要企業

横浜銀行
経常収益 2456億円

（26年3月期）

北洋銀行
経常収益 1988億円

（26年3月期）

千葉銀行
経常収益 1933億円

（26年3月期）

静岡銀行
経常収益 1860億円

（26年3月期）

福岡銀行
経常収益 1745億円

（26年3月期）

政府系金融機関とは、政府が策定した経済・産業・金融
政策を実現するために設立された、全額政府出資の特殊
法人金融機関。民間金融機関では融資が難しいとされる
サービスや顧客に対し、財政投融資制度などを用いた支
援を行う。預金の受付けや貸付けは行っておらず、企業
への融資を主とする点が普通銀行とは異なっている。

政府系・その他
国内主要企業

住宅金融支援機構
経常収益 1兆8億円

（26年3月期）

日本政策金融公庫
経常収益 7882億円

（26年3月期）

日本政策投資銀行
経常収益 3408億円

（26年3月期）

国際協力銀行
経常収益 2261億円

（26年3月期）

商工組合中央金庫
経常収益 1891億円

（26年3月期）

中小企業や個人のための会員・組合員組織の金融機関。
営業地域は一定の地域に限定され、資金はその地域の経
済活動の発展に生かされている。金融サービスは銀行と大
差ないが、経営理念や目的など組織のあり方が異なってい
る。また、信用金庫と信用組合についても、根拠法や会員（組
合員）資格、預金の受入れ対象など、業務の範囲が異なる。

信金・信組等
国内主要企業

預金残高 7兆4540億円
（2014年3月期）

大手5行HP決算発表資料を合算
（セブン、楽天、住信SBI、イオン、オリックス）

業界規模

主にインターネットでサービスを提供。一般の銀行と違っ
て店舗やＡＴＭを持たない銀行も多い。初のネット専業銀
行として2000年にジャパンネット銀行がサービスを開始
したのが始まりで、その後、ソニー銀行、イーバンク銀行

（現：楽天銀行）などの新規参入が相次いだ。安い手数料
と24時間取引など高い利便性で顧客を獲得している。

ネット銀行
国内主要企業

京都中央信用金庫
経常収益 691億円

（26年3月期）

城南信用金庫
経常収益 464億円

（26年3月期）

京都信用金庫
経常収益 440億円

（26年3月期）

尼崎信用金庫
経常収益 409億円

（26年3月期）

岡崎信用金庫
経常収益 408億円

（26年3月期）

イオン銀行
経常収益 1037億円

（26年3月期）

セブン銀行
経常収益 998億円

（26年3月期）

住信ＳＢＩネット銀行
経常収益 472億円

（26年3月期）

楽天銀行
経常収益 454億円

（26年3月期）

オリックス銀行
経常収益 343億円

（26年3月期）

国内主要企業

三菱東京ＵＦＪ銀行
経常収益 2兆9215億円

（26年3月期）

三井住友銀行
経常収益 2兆3425億円

（26年3月期）

みずほ銀行
経常収益 1兆8797億円

（26年3月期）

りそな銀行
経常収益 5497億円

（26年3月期）

東京や大阪などの大都市に本店を構え、全
国に支店を展開している銀行。金融庁で
は三菱東京UFJ、三井住友、みずほ、りそ
なの4行を都市銀行としている。都市銀行
の定義は曖昧になりつつあり、3大メガバ
ンク（三菱東京UFJ、三井住友、みずほ）
を指す場合や、新生銀行やあおぞら銀行
などを含める場合もある。規模が大きく、
高度な金融サービスや巨額の融資、国際的
な取引に強みを持つ。近年はアジア市場
を中心とした海外展開が活発化している。

貸出金
184兆円

（2014年6月末：5行合算）
全国銀行協会「全国銀行預金・貸出金等速報」

業界規模

日本銀行法に基づく認可法人であり、日本国の中央銀行で
ある。「発券銀行」、「銀行の銀行」、「政府の銀行」の3つ
の機能を持つ。日本銀行は、発券銀行であるため、公定
歩合操作、公開市場操作、支払準備率操作等により金融
政策を実施し、通貨流通量を調整することで健全な金融シ
ステムを維持するという役割を担っている。

日本銀行

■ アジア市場を中心に海外展開を強化
■ 保有株価の上昇や倒産の減少を受けて業績好調
■ 中小企業金融円滑化法終了後も融資の増加傾向は継続

今 後 の 展 望

総預金
289兆円

（2014年6月末：5行合算）
全国銀行協会「全国銀行預金・貸出金等速報」

業界規模

貸出金
172兆円

業界規模

（2014年6月末：64行合算）
全国銀行協会「全国銀行預金・貸出金等速報」

総預金
236兆円

信金貸出金
64兆円

業界規模

（2014年6月末）
全国銀行協会「信用金庫統計」

信金預金
130兆円

日本銀行
経常収益 1兆5793億円

（26年3月期）
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その他 このページでは、これまで取り上げた以外の業界について、動向と売上高上位
企業を紹介しています。それぞれの業界が数多くの他業界と関わり合い、企業
間の取引を行っています。興味のある業界があれば、その業界がどのような他
業界と関わりあっているのかを調べましょう。その業界についての知識がより
深まるでしょう。例えば、ある企業の「主要取引先」を見てみると、どのよう
な企業と関わっているかが分かります。また、そこで見つけた企業の「主要取
引先」をチェックすると、さらに次の相関関係が見えてきます。これを繰り返
すだけでも、業界同士の関わり合いを知ることができます。ぜひ試してみてく
ださい。

ソフトウェア

富士通
約2,000億円

日立製作所
1,662億円

日本オラクル
1,549億円

（26年5月期）

（26年3月期）

ソフトウェア市場の成長率は
高く、モバイル関連や増加す
るサイバー攻撃対策のセキュ
リティ関連ソフトやビッグデー
タ分析に使うデータベースソ
フトなど企業向けソフトの需要
の拡大が予測される。

売上高上位3社

携帯コンテンツ

ディー・エヌ・エー
1,813億円

（26年3月期）

ガンホー・オンライン・
エンターテイメント

1,630億円
（25年12月期）

サイバーエージェント
1,624億円

（25年9月期）

携帯電話からスマートフォンへ
の移行が高まり、スマートフォ
ン向けアプリのコンテンツ配信
が急拡大。電子書籍や動画配
信など広告収入を目的とした
無料サービスなども増加。

売上高上位3社

出版

リクルート
ホールディングス

1兆1,915億円

ベネッセ
ホールディングス

4,663億円

KADOKAWA
1,511億円

（26年3月期）

紙媒体から電子書籍などメ
ディアや動画の配信に移行が
続く。動画配信会社と出版社
との経営統合によるメディア
ミックスや電子書店など新たな
分野の開拓で市場への普及を
目指している。

売上高上位3社

繊維

東レ
7,554億円

帝人
2,541億円

旭化成
1,209億円

（26年3月期）

新興国の人口増加による経済
成長に伴い、ポリエステルな
どの化学繊維の生産量が世界
的に伸び続けている成長業界。
国内では医療業界との共同開
発やエアバック等自動車産業
向け繊維の生産が著しく増加。

売上高上位3社（繊維部門）

広告代理店

電通
2兆3,093億円

博報堂
6,390億円

アサツー ディ・ケイ 
3,427億円

（25年12月期）
（26年3月期）

インターネットやスマートフォ
ンが媒体の広告展開に加えて、
利用者が動くと反応して表示
内容が変わる電子看板が登場。
ネットを介して看板に情報を配
信するなど新たな広告ツール
の開発に注目。

売上高上位3社

造船

三菱重工業
3兆3,495億円

川崎重工業
1兆3,854億円

ＩＨＩ
1兆3,040億円

（26年3月期）

リーマン・ショック前に船舶が
大量建設されたことも影響し、
市場は船腹過剰で厳しい状況
が続いている。造船各社は近
年苦戦を強いられてきたが、13
年は底値発注も増え回復。国内
では合従連衡の動きも。

売上高上位3社

風力発電

ユーラスエナジー
ホールディングス

55万6,500kW

Jパワー
38万kW

日本風力開発
18万9,000kW

（26年3月末）

風で発電機を回し、電気を起こ
す再生可能エネルギー。近年で
は欧州から始まった海に浮かべ
た風車を使用する洋上風力発電
の建設案件があり、再生可能エ
ネルギー分野で本場の欧州参入
で外資が存在感を高めている。

国内発電能力上位3社

非鉄金属

神戸製鋼所
1兆8,246億円

三菱マテリアル
1兆4,147億円

JX日鉱日石金属
1兆391億円

（26年3月期）

海外の鉱石を輸入し、国内で
導電材料やアルミ板などに加
工、半導体や電気関連部品、
飲料缶向け材料の生産販売を
する。特にアルミ板は生産量
がプラス傾向にあり、自動車向
け板材で需要増が期待される。

売上高上位3社

百貨店

三越伊勢丹 
ホールディングス

1兆3,215億円
（26年3月期）

J.フロント 
リテイリング

1兆1,463億円

髙島屋
9,041億円

（26年2月期）

高級時計や宝飾品などの高級
品の売上げが増益。消費回復
傾向にはあるが、ネット通販な
どとの価格競争に対抗するた
め、低コスト、高品質な自社
企画のブランド商品の拡充な
どで利益を伸ばしている。

売上高上位3社

化学

三菱ケミカル 
ホールディングス

3兆4,988億円

住友化学
2兆2,437億円

旭化成
1兆8,977億円

（26年3月期）

電気機器や自動車の部品材料
になる樹脂、ゴム、化学製品
の基礎原料であるエチレン等
を生産。ヘルスケア分野への
参入や安価な原料で効率良く
生産できる海外への生産転換
で世界規模の展開に可能性大。

売上高上位3社

旅行・観光

JTBグループ
1兆3,051億円
（26年3月期）

エイチ・アイ・エス
4,794億円

（25年10月期）

KNT-CT 
ホールディングス 

4,482億円
（25年12月期）

景気回復を示す取扱高は国内
旅行で6％増。円安傾向で東南
アジアからの訪日旅行者が増
え、日本人の海外旅行も欧州・
ハワイなどで好調を維持。ネッ
ト予約の急速な普及により環
境は大きく変化。

売上高上位3社

プラント

日揮
6,758億円

千代田化工建設
4,461億円

東洋 
エンジニアリング

2,301億円

（26年3月期）

石油化学やエネルギーなどの
生産設備の設計や施工が専門。
米国のシェールガスやブラジル
海洋資源開発関連の新設やプ
ラント建設増で、関連機器は好
調な収益。今後は海外勢との
受注競争の激化が予想される。

売上高上位3社

証券

野村 
ホールディングス

1兆5,570億円

大和証券 
グループ本社

5,419億円

三菱UFJ証券 
ホールディングス

4,506億円
（26年3月期）

アベノミクス相場で業績は急
回復。株式の売買が活発にな
り、投資信託販売額も13年春
頃は過去最高水準で推移。14
年から始まったNISA制度導入
で、裾野拡大を目指し、各社
が取り組みを強化している。

営業収益上位3社

紙・パルプ

王子 
ホールディングス

1兆3,325億円

日本製紙
1兆812億円

レンゴー
5,231億円

（26年3月期）

海外での需要が高く、海外企
業との業務提携で紙おむつ販
売や、企業を買収するなど海
外展開が急速に進む。国内の
製紙工場は常に稼働状態で、
新たに発電所の建設計画もあ
り、エネルギー事業も強化。

売上高上位3社

総合商社

三菱商事
7兆5,892億円

丸紅
7兆557億円

三井物産
5兆7,406億円

（26年3月期）

資源開発から卸、小売まで幅
広く事業展開する総合商社。
戦略分野に積極的に投資を実
行することで回収・利益を実
現。今後は、資源投資へ過度
に依存しないよう、非資源分
野にも力を入れる。

売上高上位3社

海運

日本郵船
2兆2,372億円

商船三井 
1兆7,294億円

川崎汽船 
1兆2,241億円

（26年3月期）

鉄鉱石などのばら積み船は需要
が安定傾向にあるが、競争力
が高くより需要が見込める液化
天然ガス船への大型投資など、
2017年から始まる北米産シェー
ルガス輸出を視野に入れた海上
輸送での利益拡大が期待できる。

売上高上位3社

鉄道車輌製造

日立製作所
1,682億円

川崎重工業
1,479億円

日本車輌製造
1,243億円

（26年3月期）

世界の鉄道市場規模は拡大の
見通し。先進国・新興国とも
に鉄道インフラの整備が進む。
日本勢の世界シェアは１割程
度で出遅れているが、局地戦
で高いシェアを獲得しつつあ
る。

売上高上位3社

化粧品・家庭用品

花王
1兆3,152億円

（25年12月期）

資生堂
7,620億円

ユニ・チャーム
5,994億円

（26年3月期）

ドラッグストアや通販などの流
通市場の急成長で需要が好調。
高級化粧品などの販売や高齢
者女性向け商品や、東南アジ
アでの製品開発など、多様な
消費者のニーズに合わせた商
品開発で収益を確保している。

売上高上位3社


